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新地方公会計制度に基づく鹿嶋市の財務4表 

  

はじめに 

これまで，鹿嶋市などの地方公共団体における予算及び決算等の財政状況に

ついては，単式簿記方式を用い，一年間にどのような収入があり，その収入を

どのように使ったかという現金の動きだけをとらえていました。しかし，単式

簿記方式では現金の動きは分かり易いものの，鹿嶋市がこれまで形成してきた

資産や負債といったストック情報や行政サービスを提供するため発生したコス

ト情報を把握することができませんでした。 

また，地方分権の推進や社会情勢の変化に対応するために，地方公共団体は

「管理型」から「経営型」の行政運営への転換が求められており，これらの社

会状況の変化を背景として，平成 18 年 6 月に施行された「簡素で効率的な政府

を実現するための行政改革推進に関する法律」を契機に，地方の資産・債務改

革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置付けられ，複式簿記による

財務書類の整備及び公表が求められることになりました。 

複式簿記による財務書類を整備することで，これまでの財務情報からは見え

なかった資産，負債などのストック情報や減価償却費などのコスト把握が可能

となることから，鹿嶋市においても，財務情報の透明性の向上を図ることを目

的に，財務４表を作成し公表するものです。 

  

１ 新公会計制度の概要 

 

（１）制度の目的 

① 資産・債務管理 

② 費用管理 

③ 財務情報の分かりやすい開示（現金主義による会計処理の補完） 

④ 政策評価・予算編成・決算分析との関係付け 

⑤ 地方議会における予算・決算分析との関係付け 

 

（２）基本的な考え方 

 ① 財務 4 表の作成・公表 

・貸借対照表 

・行政コスト計算書 
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・純資産変動計算書 

・資金収支計算書 

② 普通会計だけではなく連結会計も対象とする 

③「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」 

○基準モデル 

  ・固定資産（普通財産及び行政財産）等の資産・債務の洗い出し，価

格の算定，資産台帳の整備 

  ・歳入歳出データを公会計の仕分けに変更 

     ○総務省方式改訂モデル 

     ・売却可能資産（普通財産）について，価額を算定した上で，従来の

総務省方式による決算統計データと置き換え 

     ・資産評価・台帳整備は段階的に実施 

 

２ 鹿嶋市の取組み 

 

  鹿嶋市では上記の 2つのモデルのうち，「総務省方式改訂モデル」を採用し，

平成 20 年度決算から，普通会計に加え，特別会計，企業会計（水道会計）や，

市の財政に影響する団体（第三セクター，一部事務組合等）を含む「連結ベー

ス」での財務 4表の作成と公表を行っています。 

  また，今後の地方公会計の整備については，「統一的な基準による地方公会

計の整備促進について」（平成 27 年 1 月 23 日付け総務大臣通知財務第 14 号）

において，平成 29 年度までに固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提と

した統一モデルでの作成要請があったところです。鹿嶋市においても平成 26

年度から本格的な固定資産台帳の整備を進め，統一モデルでの地方公会計の

整備を推進していきます。 

 

３ 財務 4表の概要 

 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

会計年度末（平成 26 年 3 月 31 日，ただし出納整理期間中の増減を含む。）

時点における鹿嶋市が保有する資産や債務に関する情報を示すものです。 

貸借対照表の構成は，左側に資産を表示し，右側に負債及び資産と負債の

差額である純資産を計上しています。左右が必ず一致することからバランス

シートとも呼ばれます。 
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  ① 資産の内訳 

     市の所有しているすべての資産を表示しています。 

    ・事業用資産は，当該資産から将来的な経済便益が発生すると想定さ

れるものです。 

     （例）庁舎，保育所，学校，幼稚園，備品等 

    ・インフラ資産は，将来にわたる都市基盤と想定されるものです。 

     （例）道路，公園，上下水道等 

   ② 負債の内訳 

      将来的な支払義務を生じさせる地方債（借金）や退職手当引当金の

金額は貸借対照表の負債として表示されます。 

     地方債は，資産の形成のために発行されます。貸借対照表上で，地

方債の発行額と資産の金額を対比させることで，市の資産形成がどの程

度借金でまかなわれたかが明らかになります。 

     退職手当引当金は，在職する全職員がすべて退職したと仮定した場

合に支払うこととなる退職手当要支給額を負債として計上しています。 

 

（２）行政コスト計算書（損益計算書） 

鹿嶋市の経常的な行政サービスに伴うコストと，使用料・手数料等の収入

を示すものです。コストの面では資産形成に結びつかない行政コストを，人

件費等の人にかかるコストや物件費，修繕費等の物にかかるコスト，社会保

障給付，補助金等の移転支出的なコスト，その他のコストに区分しています。 

経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが，当該年度の純経常行

政コストとなります。 

 

（３）純資産変動計算書 

貸借対照表のうち「純資産の部」（資産から負債を引いた残余）に計上さ

れている数値が一会計期間（平成 25 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日）

にどのように増減したかを明らかにするものです。総額としての純資産の変

動に加え，それがどのような財源や要因で増減したかの情報を表示します。 

 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

現金の流れを示すものであり，その収支を性質に応じて，経常的収支，

公共資産整備収支，投資・財務的経費の３つに区分して表示することで，鹿

嶋市がどのような活動に資金を使ったかを示します。 
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４ 財務 4表の対象範囲 

 

公表した財務４表は，鹿嶋市の一般会計に墓地特別会計を加えた「普通会

計」と特別会計までを含めた「鹿嶋市全体」，一部事務組合や第三セクターな

どの関連団体を含めた「連結会計」の 3つの区分で作成しています。 

 

区   分 会計 ・ 団体名等 

連
結
会
計 

鹿
嶋
市
全
体 

普通会計 
一般会計 

墓地特別会計 

特別会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

鹿島臨海都市計画事業鹿島神宮駅周辺北土地区画整理事業特別会計 

鹿島臨海都市計画事業鹿嶋市平井東部土地区画整理事業特別会計 

鹿島臨海都市計画下水道事業公共下水道特別会計 

農業集落排水特別会計 

水道事業会計 

大野区域水道事業会計 

一部事務組合等 

鹿島地方事務組合 

鹿行広域事務組合（一般会計，老人ホーム会計） 

茨城県市町村総合事務組合（普通会計，事業会計） 

茨城租税債権管理機構 

茨城県後期高齢者医療広域連合 

第三セクター等 

鹿嶋市土地開発公社 

（公財）鹿嶋市文化スポーツ振興事業団 

（一財）鹿嶋市農業公社 

 

 ※一部事務組合等は，複数の自治体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体です。 

※第三セクター等は，資本金，基本金その他これらに準ずるものの 50%以上を，鹿嶋市が出

資している団体です。 
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５ 鹿嶋市の財務４表（普通会計） 

 
【普通会計】

（１）貸借対照表（平成２６年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 84,207,021 （１）地方債 14,702,839

（２）売却可能資産 89,774 （２）長期未払金 0

（　小　　計　） 84,296,795 （３）退職手当引当金 3,603,764

２　投資等 （４）その他 0

（１）投資及び出資金 1,084,539 （　小　　計　） 18,306,603

（２）貸付金 283,273 ２　流動負債

（３）基金等 2,631,340 （１）翌年度償還予定地方債 1,634,213

（４）その他 464,679 （２）その他 176,889

（　小　　計　） 4,463,831 （　小　　計　） 1,811,102

３　流動資産 負債合計 20,117,705

（１）現金預金 5,128,139

　　　（うち歳計現金） 2,126,977 純資産合計 73,910,381

（２）未収金 139,321

（　小　　計　） 5,267,460

94,028,086 94,028,086

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

自 平成２５年４月１日 自 平成２５年４月１日

至 平成２６年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２６年３月３１日 （単位：千円）

20,719,537 期首純資産残高 75,491,712

１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 20,169,949

（１）人件費 3,388,233 財源調達

（２）退職手当引当金繰入等 308,183 一般財源

（　小　　計　） 3,696,416 　地方税 11,480,386

２　物にかかるコスト 　地方交付税 1,325,387

　 （１）物件費 3,624,204 　その他 1,879,860

（２）維持補修費 413,831 補助金等受入 5,982,570

（３）減価償却費 2,426,986 その他 △ 2,079,585

（　小　　計　） 6,465,021

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 73,910,381

（１）社会保障給付 4,701,585

（２）補助金等 2,326,568 （４）資金収支計算書

（３）他会計等への支出 2,486,029 自 平成２５年４月１日

（４）その他 758,837 至 平成２６年３月３１日 （単位：千円）

（　小　　計　） 10,273,019 １　経常的収支 3,828,770

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 1,455,680

（１）支払利息 213,186 ３　投資・財務的収支 △ 2,910,483

（２）その他 71,895 （　小　　計　） △ 537,393

（　小　　計　） 285,081 当年度歳計現金増減額 △ 537,393

549,588 期首歳計現金残高 2,664,370

使用料・手数料等 549,588 期末歳計現金残高 2,126,977

純経常行政コスト 20,169,949 （基礎的財政収支）

（経常費用 － 経常収益） 収入総額 25,538,853

地方債発行額 △ 1,938,501

財政調整基金等取崩額 △ 1,044,000

支出総額 △ 26,076,246

地方債元利償還額 1,797,607

財政調整基金等増減額 846,576

基礎的財政収支 △ 875,711

経常収益

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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６ 鹿嶋市の財務４表（普通会計）※市民1人当たり 

 
【普通会計】 常住人口

（１）貸借対照表（平成２６年３月３１日現在） （単位：円）

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 1,263,364 （１）地方債 220,588

（２）売却可能資産 1,347 （２）長期未払金 0

（　小　　計　） 1,264,711 （３）退職手当引当金 54,067

２　投資等 （４）その他 0

（１）投資及び出資金 16,271 （　小　　計　） 274,655

（２）貸付金 4,250 ２　流動負債

（３）基金等 39,478 （１）翌年度償還予定地方債 24,518

（４）その他 6,972 （２）その他 2,654

（　小　　計　） 66,971 （　小　　計　） 27,172

３　流動資産 負債合計 301,827

（１）現金預金 76,938

　　　（うち歳計現金） 31,911 純資産合計 1,108,883

（２）未収金 2,090

（　小　　計　） 79,028

1,410,710 1,410,710

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

自 平成２５年４月１日 自 平成２５年４月１日

至 平成２６年３月３１日 （単位：円） 至 平成２６年３月３１日 （単位：円）

310,857 期首純資産残高 1,132,607

１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 302,611

（１）人件費 50,834 財源調達

（２）退職手当引当金繰入等 4,624 一般財源

（　小　　計　） 55,458 　地方税 172,241

２　物にかかるコスト 　地方交付税 19,885

　 （１）物件費 54,374 　その他 28,204

（２）維持補修費 6,209 補助金等受入 89,757

（３）減価償却費 36,412 その他 △ 31,200

（　小　　計　） 96,995

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 1,108,883

（１）社会保障給付 70,538

（２）補助金等 34,906 （４）資金収支計算書

（３）他会計等への支出 37,298 自 平成２５年４月１日

（４）その他 11,385 至 平成２６年３月３１日 （単位：円）

（　小　　計　） 154,127 １　経常的収支 57,443

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 21,840

（１）支払利息 3,198 ３　投資・財務的収支 △ 43,666

（２）その他 1,079 （　小　　計　） △ 8,063

（　小　　計　） 4,277 当年度歳計現金増減額 △ 8,063

8,246 期首歳計現金残高 39,974

使用料・手数料等 8,246 期末歳計現金残高 31,911

純経常行政コスト 302,611 （基礎的財政収支）

（経常費用 － 経常収益） 収入総額 383,161

地方債発行額 △ 29,083

財政調整基金等取崩額 △ 15,663

支出総額 △ 391,224

地方債元利償還額 26,970

財政調整基金等増減額 12,701

基礎的財政収支 △ 13,138

経常収益

66,653

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用

常住人口　　　　66,653人（平成26年3月31日現在）
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７ 鹿嶋市の財務４表（鹿嶋市全体） 

 
【連結会計（鹿嶋市全体）】

（１）貸借対照表（平成２６年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 111,996,221 （１）地方債 27,211,532

（２）無形固定資産 120 （２）長期未払金 0

（３）売却可能資産 1,849,854 （３）退職手当引当金 3,762,997

（　小　　計　） 113,846,195 （４）その他 0

２　投資等 （　小　　計　） 30,974,529

（１）投資及び出資金 606,539

（２）貸付金 283,273 ２　流動負債

（３）基金等 3,423,240 （１）翌年度償還予定地方債 2,368,370

（４）その他 304,889 （２）その他 440,535

（　小　　計　） 4,617,941 （　小　　計　） 2,808,905

３　流動資産 負債合計 33,783,434

（１）現金預金 7,023,974

（２）未収金 633,743 純資産合計 92,062,488

（３）その他 △ 275,931

（　小　　計　） 7,381,786

125,845,922 125,845,922

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

自 平成２５年４月１日 自 平成２５年４月１日

至 平成２６年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２６年３月３１日 （単位：千円）

33,421,455 期首純資産残高 94,343,262

１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 23,935,037

（１）人件費 3,600,572 財源調達

（２）退職手当引当金繰入等 308,891 一般財源

（　小　　計　） 3,909,463 　地方税 11,480,386

２　物にかかるコスト 　地方交付税 1,325,387

　 （１）物件費 4,971,314 　その他 1,876,531

（２）維持補修費 646,781 補助金等受入 9,941,798

（３）減価償却費 3,432,201 その他 △ 2,969,839

（　小　　計　） 9,050,296

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 92,062,488

（１）社会保障給付 13,316,400

（２）補助金等 5,369,619 （４）資金収支計算書

（３）他会計等への支出 153,792 自 平成２５年４月１日

（４）その他 758,837 至 平成２６年３月３１日 （単位：千円）

（　小　　計　） 19,598,648 １　経常的収支 4,900,856

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 1,519,026

（１）支払利息 537,915 ３　投資・財務的収支 △ 4,239,818

（２）その他 325,133 0

（　小　　計　） 863,048 （　小　　計　） △ 857,988

9,486,418 当年度歳計現金増減額 △ 857,988

使用料・手数料等 9,486,418 期首歳計現金残高 7,881,962

純経常行政コスト 23,935,037 期末歳計現金残高 7,023,974

（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 36,538,822

地方債発行額 △ 2,533,201

財政調整基金等取崩額 △ 1,184,000

支出総額 △ 37,396,810

地方債元利償還額 3,268,498

財政調整基金等増減額 846,068

基礎的財政収支 △ 460,623

翌年度繰上充用金増減額

経常収益

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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８ 鹿嶋市の財務４表（鹿嶋市全体）※市民 1人当たり 

 
【連結会計（鹿嶋市全体）】 常住人口

（１）貸借対照表（平成２６年３月３１日現在） （単位：円）

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 1,680,288 （１）地方債 408,257

（２）無形固定資産 2 （２）長期未払金 0

（３）売却可能資産 27,753 （３）退職手当引当金 56,456

（　小　　計　） 1,708,043 （４）その他 0

２　投資等 （　小　　計　） 464,713

（１）投資及び出資金 9,100

（２）貸付金 4,250 ２　流動負債

（３）基金等 51,359 （１）翌年度償還予定地方債 35,533

（４）その他 4,574 （２）その他 6,609

（　小　　計　） 69,283 （　小　　計　） 42,142

３　流動資産 負債合計 506,855

（１）現金預金 105,382

（２）未収金 9,508 純資産合計 1,381,221

（３）その他 △ 4,140

（　小　　計　） 110,750

1,888,076 1,888,076

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

自 平成２５年４月１日 自 平成２５年４月１日

至 平成２６年３月３１日 （単位：円） 至 平成２６年３月３１日 （単位：円）

501,424 期首純資産残高 1,415,439

１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 359,099

（１）人件費 54,020 財源調達

（２）退職手当引当金繰入等 4,634 一般財源

（　小　　計　） 58,654 　地方税 172,241

２　物にかかるコスト 　地方交付税 19,885

　 （１）物件費 74,585 　その他 28,154

（２）維持補修費 9,704 補助金等受入 149,158

（３）減価償却費 51,494 その他 △ 44,557

（　小　　計　） 135,782

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 1,381,221

（１）社会保障給付 199,787

（２）補助金等 80,561 （４）資金収支計算書

（３）他会計等への支出 2,307 自 平成２５年４月１日

（４）その他 11,385 至 平成２６年３月３１日 （単位：円）

（　小　　計　） 294,040 １　経常的収支 73,528

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 22,790

（１）支払利息 8,070 ３　投資・財務的収支 △ 63,610

（２）その他 4,878 0

（　小　　計　） 12,948 （　小　　計　） △ 12,872

142,325 当年度歳計現金増減額 △ 12,872

使用料・手数料等 142,325 期首歳計現金残高 118,254

純経常行政コスト 359,099 期末歳計現金残高 105,382

（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 548,195

地方債発行額 △ 38,006

財政調整基金等取崩額 △ 17,764

支出総額 △ 561,067

地方債元利償還額 49,038

財政調整基金等増減額 12,694

基礎的財政収支 △ 6,910

翌年度繰上充用金増減額

経常収益

66,653

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用

常住人口　　　　66,653人（平成26年3月31日現在）
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９ 鹿嶋市の財務４表（連結会計） 
 

【連結会計（一部事務組合・第三セクターを含む）】

（１）貸借対照表（平成２６年３月３１日現在） （単位：千円）

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 115,456,188 （１）地方債 27,640,337

（２）無形固定資産 120 （２）長期未払金 0

（３）売却可能資産 1,862,702 （３）退職手当引当金 4,557,617

（　小　　計　） 117,319,010 （４）その他 0

２　投資等 （　小　　計　） 32,197,954

（１）投資及び出資金 441,589

（２）貸付金 283,273 ２　流動負債

（３）基金等 5,003,645 （１）翌年度償還予定地方債 2,538,649

（４）その他 382,871 （２）その他 496,164

（　小　　計　） 6,111,378 （　小　　計　） 3,034,813

３　流動資産 負債合計 35,232,767

（１）現金預金 7,207,153

（２）未収金 638,611 純資産合計 95,859,259

（３）その他 △ 184,126

（　小　　計　） 7,661,638

131,092,026 131,092,026

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

自 平成２５年４月１日 自 平成２５年４月１日

至 平成２６年３月３１日 （単位：千円） 至 平成２６年３月３１日 （単位：千円）

40,798,611 期首純資産残高 98,212,693

１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 27,546,832

（１）人件費 4,553,919 財源調達

（２）退職手当引当金繰入等 768,361 一般財源

（　小　　計　） 5,322,280 　地方税 11,480,386

２　物にかかるコスト 　地方交付税 1,325,387

　 （１）物件費 5,237,494 　その他 3,469,401

（２）維持補修費 706,214 補助金等受入 12,163,980

（３）減価償却費 3,568,241 その他 △ 3,245,756

（　小　　計　） 9,511,949

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 95,859,259

（１）社会保障給付 18,452,931

（２）補助金等 5,487,498 （４）資金収支計算書

（３）他会計等への支出 126,348 自 平成２５年４月１日

（４）その他 758,837 至 平成２６年３月３１日 （単位：千円）

（　小　　計　） 24,825,614 １　経常的収支 5,132,395

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 1,705,141

（１）支払利息 547,653 ３　投資・財務的収支 △ 4,314,194

（２）その他 591,115 0

（　小　　計　） 1,138,768 （　小　　計　） △ 886,940

13,251,779 当年度歳計現金増減額 △ 886,940

使用料・手数料等 13,251,779 期首歳計現金残高 8,094,093

純経常行政コスト 27,546,832 期末歳計現金残高 7,207,153

（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 46,020,719

地方債発行額 △ 2,706,439

財政調整基金等取崩額 △ 1,044,000

支出総額 △ 46,907,659

地方債元利償還額 3,471,364

財政調整基金等増減額 846,068

基礎的財政収支 △ 319,947

経常収益

翌年度繰上充用金増減額

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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１０ 鹿嶋市の財務４表（連結会計）※市民 1人当たり 

 
【連結会計（一部事務組合・第三セクターを含む）】 66,653

（１）貸借対照表（平成２６年３月３１日現在） （単位：円）

１　公共資産 １　固定負債

（１）有形固定資産 1,732,198 （１）地方債 414,690

（２）無形固定資産 2 （２）長期未払金 0

（３）売却可能資産 27,946 （３）退職手当引当金 68,378

（　小　　計　） 1,760,146 （４）その他 0

２　投資等 （　小　　計　） 483,068

（１）投資及び出資金 6,625

（２）貸付金 4,250 ２　流動負債

（３）基金等 75,070 （１）翌年度償還予定地方債 38,088

（４）その他 5,744 （２）その他 7,444

（　小　　計　） 91,689 （　小　　計　） 45,532

３　流動資産 負債合計 528,600

（１）現金預金 108,130

（２）未収金 9,581 純資産合計 1,438,184

（３）その他 △ 2,762

（　小　　計　） 114,949

1,966,784 1,966,784

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書

自 平成２５年４月１日 自 平成２５年４月１日

至 平成２６年３月３１日 （単位：円） 至 平成２６年３月３１日 （単位：円）

612,105 期首純資産残高 1,473,492

１　人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 413,287

（１）人件費 68,323 財源調達

（２）退職手当引当金繰入等 11,528 一般財源

（　小　　計　） 79,851 　地方税 172,241

２　物にかかるコスト 　地方交付税 19,885

　 （１）物件費 78,578 　その他 52,052

（２）維持補修費 10,595 補助金等受入 182,497

（３）減価償却費 53,535 その他 △ 48,696

（　小　　計　） 142,708

３　移転支出的なコスト 期末純資産残高 1,438,184

（１）社会保障給付 276,851

（２）補助金等 82,329 （４）資金収支計算書

（３）他会計等への支出 1,896 自 平成２５年４月１日

（４）その他 11,385 至 平成２６年３月３１日 （単位：円）

（　小　　計　） 372,461 １　経常的収支 77,002

４　その他のコスト ２　公共資産整備収支 △ 25,582

（１）支払利息 8,216 ３　投資・財務的収支 △ 64,726

（２）その他 8,869 0

（　小　　計　） 17,085 （　小　　計　） △ 13,306

198,817 当年度歳計現金増減額 △ 13,306

使用料・手数料等 198,817 期首歳計現金残高 121,436

純経常行政コスト 413,287 期末歳計現金残高 108,130

（経常費用 － 経常収益） （基礎的財政収支）

収入総額 690,452

地方債発行額 △ 40,605

財政調整基金等取崩額 △ 15,663

支出総額 △ 703,759

地方債元利償還額 52,081

財政調整基金等増減額 12,694

基礎的財政収支 △ 4,800

常住人口　　　　　66,653人（平成26年3月31日現在）

翌年度繰上充用金増減額

経常収益

常住人口

資産の部 負債の部

純資産の部

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用
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１１ 財務４表からみた鹿嶋市の特徴 

 

（１）資産形成度 

   鹿嶋市の資産は，市が保有する現金・基金・出資金のほか，道路施設や

下水道施設，公園，学校といった公共施設を含めたもののことを指します。

次のグラフは平成 23 年度から平成 25 年度までの資産の形成状況を示して

います。 

 

97,115 95,551 94,028

33,131 34,690 31,818

6,523 6,488
5,246

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度
資産現在高

（百万円）

決算年度

資産現在高の推移（普通会計～連結）

一組・三セク・公社 特別会計 普通会計

 
 

普通会計資産額比較

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率
94,028 100.0 95,551 100.0 △ 1,523 △1.6
84,297 89.7 84,329 88.3 △ 32 △0.0

有形固定資産 84,207 89.6 84,224 88.2 △ 17 △0.0
売却可能資産 90 0.1 105 0.1 △ 15 △14.3

4,464 4.7 5,220 5.5 △ 756 △14.5
投資及び出資金 1,085 1.2 963 1.0 122 12.7
貸付金 283 0.3 308 0.3 △ 25 △8.1
基金等 2,631 2.7 3,431 3.6 △ 800 △23.3
長期延滞債権等 697 0.7 736 0.8 △ 39 △5.3
回収不能見込額 △ 232 △0.2 △ 218 △0.2 △ 14 6.4

5,267 5.6 6,002 6.3 △ 735 △12.2
現金預金 5,128 5.5 5,863 6.2 △ 735 △12.5
未収金等 139 0.1 139 0.1 0 0.0

平成24年度平成25年度 比較
（単位：百万円，％）

公共資産

投資等

流動資産

総計

 
   行政サービスの根幹をなす普通会計が多くの割合を占めており，次いで

特別会計，一部事務組合等で構成されています。 

平成 25 年度においては，東日本大震災復興基金の減や歳計現金の減等に

より資産が減少しています。 
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（２）社会資本形成の世代間比率  

   社会資本形成の結果を表わす公共資産のうち，地方債に着目すると，将

来返済しなければならない，将来の世代によって負担する割合を見ること

ができます。 

   
◆社会資本形成の将来世代負担比率(%)=地方債残高÷公共資産等合計×100 

 

普通会計   18.4％（H2４年度：17.8%） 

鹿嶋市全体  25.4％（H2４年度：24.9%） 

連結会計   24.8％（H2４年度：24.4%） 

 

普通会計では，社会資本形成に占める将来世代の負担割合は 2 割以内と

なっています。特別会計を含めた鹿嶋市全体では，将来世代の負担比率が

25.4％と高くなっていますが，これは水道施設，下水道施設整備の財源とし

て地方債を多く活用しているためです。 

15,553 15,983 16,337

89,511 89,444 88,671
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17.0

17.5

18.0

18.5

19.0

19.5

20.0
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 将来世代負担率

（％）

資産現在高

（百万円）
決算年度

将来世代負担率（普通会計）

地 方 債 公共資産等 将来世代負担率

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度
17.4 17.9 18.4

地　 方 　債 15,553 15,983 16,337
公共資産等 89,511 89,444 88,671

（単位：百万円，％）

将来世代負担率

  
普通会計に着目すると，平成 23 年度の 17.4％に対し，平成 25 年度では

18.4％と 1.0 ポイント上昇しています。この大きな要因としては，臨時財政

対策債，小・中学校大規模改造事業（繰越）などに係る地方債の発行や，公

共施設老朽化による資産の減によるものです。 
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（３）純資産比率 

地方公共団体は，地方債の発行により将来世代と現世代の負担の配分を

行います。純資産は現世代が今までの間に形成した財産であり，負債は今

から将来世代が負担する財産と言えます。純資産比率は総資産のうち負債

を除いた純資産が占める割合を表しており，比率が高いほど現世代の資産

形成負担が大きいことを示します。 

 
 ◆純資産比率（％）＝純資産÷総資産×100 

 

   普通会計   78.6％（H2４年度：79.0%） 

   鹿嶋市全体  73.2％（H2４年度：73.6％） 

連結会計   73.1％（H2４年度：73.4%） 

 

この数値が高ければ，現世代が資産形成コストの大きな部分を負担して

いることになり，6割以上が目安とされています。 

鹿嶋市では，どの会計においても 7 割以上となっており，財政状況は健

全であると言えます。 
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純 資 産 資 産 純 資 産 比 率

 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度
79.4 79.0 78.6

純　資　産 77,140 75,469 73,910
資　　　 産 97,115 95,551 94,028

純 資 産 比 率

（単位：百万円，％）

 
普通会計に着目すると，平成 23 年度から平成 25 年度において純資産比率は

0.4 ポイントずつ減少しており，その大きな要因としては，負債額（地方債）の

増加や，公共資産及び流動資産が減少しているためです。  
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（４）資産老朽化比率 

   有形固定資産のうち減価償却を行う，建物や車などの備品について，取

得価額のうち減価償却費の割合で，資産を取得してからどの程度経過して

いるのかを把握することができます。 

   
◆資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）×100 

 

   普通会計   52.0％（H2４年度：50.9%） 

   鹿嶋市全体  48.9％（H2４年度：47.5％） 
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資産老朽化比率（普通会計）

減価償却累計額 有形固定資産高 資産老朽化比率

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度
49.6 50.9 52.0

56,713 59,111 61,538
84,813 84,224 84,207

うち土地 27,083 27,200 27,444

（単位：百万円，％）

資産老朽化比率

有形固定資産高
減価償却累計額

資産老朽化比率

 
   鹿嶋市の普通会計における資産老朽化比率は，平成 23 年度決算の 49.6%

に対し，平成 25 年度決算では 52.0%と 2.4 ポイント上昇しています。東日

本大震災後，復旧事業を優先し資産形成に係る建設事業が減少したことが

影響しているものと考えられます。 

   今後公共施設等総合管理計画策定に伴い，適正な公共資産の管理及び運

営を行っていきます。 
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（５）負債 

   貸借対照表では，市の借金である地方債に加え，未払金や退職手当引当

金などを含めた鹿嶋市が持つ負債の総額が把握できます。更に普通会計以

外の特別会計，事務組合及び第三セクターなど行政サービス提供主体の負

債総額が把握できます。以下に負債額の推移を示します。 

19,975 20,082 20,118

14,617 14,340 13,666

2,312 1,949 1,449
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負債額の推移（普通会計～連結）
事務組合・三セク等 特別会計 普通会計

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度

普通会計 19,975 20,082 20,118
特別会計 14,617 14,340 13,666
事務組合・三セク等 2,312 1,949 1,449
総計 36,904 36,371 35,233

（単位：百万円）

 
 

平成 25 年度の負債は，普通会計は増加し，特別・連結会計は減少してお

り，総額では 352 億 33 百万円になっています。 
 

普通会計資産額比較

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率
20,118 100.0 20,081 100.0 19,975 100.0 37 0.2
18,307 91.0 18,276 91.0 18,152 90.9 31 0.2

地方債 14,703 73.1 14,355 71.5 13,916 69.7 348 2.4
退職手当引当金 3,604 17.9 3,921 19.5 4,234 21.2 △317 △8.8
その他 0 0.0 0 0.0 2 0.0 0 -

1,811 9.0 1,805 9.0 1,823 9.1 6 0.3
翌年度償還予定地方債 1,634 8.1 1,628 8.1 1,637 8.2 6 0.4
賞与引当金等 177 0.9 177 0.9 186 0.9 0 0.0

（単位：百万円，％）
23年度25年度 比較

固定負債

24年度

流動負債

総計

 
 

普通会計に着目すると，地方債残高は 3億 48 百万円の増となっています

が，退職手当引当金については 3億 17 百万円減少しており，総額で 37 百

万円の増となっています。 
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（６）性質別行政コスト 

行政コストは，一会計期間において資産形成に結びつかない経常的な行

政活動に係る費用（経常的な費用）を指します。性質別行政コストは，資

産形成に結びつかない経常的な行政活動を行うにあたって，人件費や物件

費，補助金といったどのような性質の経費が用いられたかが示されます。 

18%

17%

2%12%
23%

11%

16%

1%

平成25年度 経常行政コスト構成比（普通会計）

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

減 価 償 却 費

社会保障給付費

補 助 費 等

その他移転支出

支 払 利 息 等

 
 

性質別コスト 金額 構成比 金額 構成比 増減額 前年度比

人　 　件　 　費 3,696,416 17.8 3,743,459 17.6 △47,043 △1.3
物　　 件 　　費 3,624,204 17.5 3,550,461 16.7 73,743 2.1
維 持 補 修 費 413,831 2.0 312,804 1.5 101,027 32.3
減 価 償 却 費 2,426,986 11.7 2,397,468 11.2 29,518 1.2

社会保障給付費 4,701,585 22.7 4,562,672 21.4 138,913 3.0
補　助　費　等 2,326,568 11.2 2,267,740 10.6 58,828 2.6

その他移転支出 3,244,866 15.7 4,184,602 19.6 △939,736 △22.5
支 払 利 息 等 285,081 1.4 303,416 1.4 △18,335 △6.0
合　　 　　　　計 20,719,537 100 21,322,622 100 △603,085 △2.8

行政コスト性質別一覧 （単位：千円，％）
平成24年度平成25年度 比較

 
 

 

平成 25 年度の鹿嶋市における性質別行政コストは，人件費が約 2割，物

件費，減価償却費等が約 3割，社会保障給付や他団体への補助及び他会計

への繰出金などの移転支出が約 5割となっています。 

前年度と比較すると，総額では約 6億 3百万円の減となっています。そ

の他移転支出で大きく減少していますが，これは他会計への繰出金が減少

したこと（特に平井東部土地区画整理事業特別会計）が大きな要因です。 
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（７）受益者負担比率 

   行政コスト計算書における経常収支は，いわゆる受益者負担の金額であ

るため，経常収益の行政コストに対する割合を算定することで，受益者負

担割合を算定することができます。普通会計の行政コスト計算書では目的

別に受益者負担割合を算定することができます。 

 
     ◆受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 
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39%
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3% 5%
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平成25年度 経常行政コスト構成比（普通会計）

生活インフラ等

教 育

福 祉

環 境 衛 生

産 業 振 興

消 防

総 務

議 会

そ の 他

 

行　政　目　的 経常行政コスト 経常収入 受益者負担比率

生活インフラ等 2,666,867 55,688 2.1
教　　　　　　育 3,226,641 27,761 0.9
福　　　　　　祉 8,191,843 318,024 3.9
環　境　衛　生 2,307,307 71,249 3.1
産　業　振　興 635,289 136 0.0
消　　　　　　防 941,400 0 0.0
総　　　　　　務 2,256,107 40,095 1.8
議　　　　　　会 208,718 0 0.0
そ　　 の　　 他 285,365 0 0.0

一般財源振替額 － 36,635 －
合　　　　　　計 20,719,537 549,588 2.7

（単位：千円，％）行政コスト目的別一覧

 
 

    経常行政コストは，福祉関係が最も大きく約 81 億 92 百万円，次いで生

活インフラ等約 26 億 67 百万円，教育関係約 32 億 27 百万円となっていま

す。経常収入では福祉関係が最も大きく約 3億 18 百万円で経常収入の半分

以上を占めています。 

   受益者負担比率は，福祉関係が最も高く，保育園に係る負担金が主な収

入となっています。全体では負担比率は 2.7％となっています。 

 


